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平成２２年２月２２日 
日 本 郵 政 株 式 会 社 
郵 便 事 業 株 式 会 社 
郵 便 局 株 式 会 社 
株式会社ゆうちょ銀行 
株式会社かんぽ生命保険 

 
育児・介護休業法改正等に伴う各種制度改正について【提案】 

 

 

 

 育児・介護を行う社員に対する支援を行うため、下記のとおり制度の拡充を図ることとする。 

 

 

 

Ⅰ 趣 旨 

  育児・介護を行う社員への支援については、社員の多様なライフスタイルに対応できる制度

としてこれまでも整備を図ってきたところであるが、育児休業・介護休業等育児又は介護を行

う労働者の福祉に関する法律改正に伴う新たに措置すべき施策、また、働きやすい職場環境整

備及びワーク・ライフ・バランスの更なる推進・支援のため、育児・介護にかかる大幅な施策・

支援の充実を図ることとする。 
 

Ⅱ 改正内容 

 

 １ 育児休業制度の充実 

  (1) 取得可能となる社員の追加 

     育児休業の対象社員から除外していた次の社員について、いずれも取得対象社員とする。 

○ 育児休業の申出に係る子の親である社員の配偶者が常態として子を養育できる社員 

○ 育児休業の申出に係る子の親であって社員又は社員の配偶者のいずれでもない者が

常態として子を養育できる社員 

   (2) 休業期間の見直し 

    ア 期間雇用社員・短時間社員（以下｢期間雇用社員等｣という。） 

     （１歳未満の子を養育する社員について育児休業をすることができるが、）父母がとも

に育児休業をし、次の(ｱ)から(ｳ)までのいずれにも該当する場合、休業可能期間を１歳

２か月まで延長する。 

なお、休業期間は、１年（当該育児休業に係る子の出生した日から当該育児休業に係る

子の１歳到達日までの日数）を限度とする（産後８週間以内に育児休業をした父親は２

回目の育児休業の期間も通算し、母親の場合は出生日以後の産前産後の無給休暇期間も

含める。）。 

(ｱ) 配偶者が１歳到達日以前のいずれかの日に育児休業をしていること 

     (ｲ) 育児休業開始予定日を、遅くとも１歳誕生日以前としなければならないこと 

     (ｳ) 育児休業開始予定日を、配偶者がしている育児休業の初日以降としなければならな

いこと 

    イ 正社員・高齢再雇用社員（以下「正社員等」という。） 
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      正社員等については、既に、３歳未満の子を養育する社員について育児休業をするこ

とができることとしていることから、父母の双方が育児休業を取得する場合の重複期間

の限定は行わない。 

  (3) 休業回数の特例 

   ア 育児休業の回数について、（子１人につき原則１回であるが、）再度の申出ができる事

例として次を追加する。 

    (ｱ) 子が傷病等により２週間以上世話が必要になった場合 

    (ｲ) 保育所に入所申請を行ったが当面入所できない場合 

   イ 産後８週間以内に育児休業を取得した父親は、上記ア等の特別の事情がなくても、再

度の申出を可能とする。 

  (4) 労使協定による除外規定 

    次の社員についても、対象とする。 

    ○ 育児休業申出日から１年以内に雇用関係が終了することが明らかな社員（※期間雇用

社員等については法律及び現行規程で除外。） 

 

２ 育児部分休業の充実 

   取得対象となる社員の追加・拡充 

   育児部分休業の対象社員から除外していた次の社員について、取得対象社員とする。 

  ア 育児部分休業により養育しようとする子について、社員の配偶者が育児休業、介護休業

等育児又は家族介護を行う労働者の福祉に関する法律（平成３年法律第 76 号）その他の

法律により育児休業をしている社員 

  イ ３歳から小学校就学の始期に達するまでの子を養育する社員 

 

３ 介護休業 

   特例対処の実施 

   ６カ月間介護休業を取得した後も、引き続き要介護状態にある家族の介護を行わなければ

ならない特別の事情があると会社が認める場合は、再度の介護休業（６カ月以内）を取得で

きることとする（１年以内が限度。）。（正社員等） 

 

４ 所定外労働の免除（新設）  

  (1) 免除対象となる社員 

     小学校就学の始期に達するまでの子を養育する社員が、当該子を養育するために請求し

た場合において、業務の正常な運営に支障がないと認めるときは、所定外労働を命じない

こととする。 

   (2) 取得期間 

     子が小学校就学の始期に達する日までの期間で社員が請求する期間（回数制限はない。）。 

     ただし、請求にあたっては、時間外労働の制限期間と重複しないようにしなければなら

ない。 

     なお、１回に請求できる期間は１月以上１年以内とする。 

   (3) 労使協定による除外規定 

     次の社員についても対象とする（法律においては、労使協定により、対象から除外する

ことが可能。） 

    ア 引き続き雇用された期間が１年未満の社員 

    イ １週間の所定労働日数が２日以下の社員 
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５ 時間外労働の制限 

   対象となる社員の追加 

   時間外労働の制限の対象社員から除外していた以下社員について、対象社員とする。 

  ○ 社員の配偶者で当該子の親である者が、常態として当該子を養育することができる社員 

 

６ 子の看護休暇の充実 

  (1) 休暇要件の追加 

    休暇要件として、次による場合も看護休暇を取得することを可能とする。 

○ 疾病の予防を図るために必要な世話（予防接種、健康診断の受診） 

  (2) 取得日数の充実 

     １年度につき５日（子が２人以上の場合は１年度につき１０日）を限度として取得する

ことが可能とする。 

   (3) 給与の取扱い 

    ア 正社員等  

有給とする（５日を超える日数を含む。） 

    イ 期間雇用社員等 

      無給とする。 

   (4) 労使協定による除外規定 

     次の社員については、法律において、労使協定により対象から除外できることとされて

いるが、除外は行わない。 

    ア 引き続き雇用された期間が６か月未満の社員 

    イ １週間の所定労働日数が２日以下の社員 

 

７ 介護休暇の新設 

  (1) 対象社員 

     要介護状態にある対象家族の介護、通院等の付き添い、介護サービスの提供を受けるた

めに必要な手続代行その他の必要な世話をする社員を対象とする。 

   (2) 取得日数 

     １年度につき５日（要介護状態にある対象家族が２人以上の場合にあっては 10日）を限

度として取得することが可能とする。 

   (3) 給与の取扱い 

     無給とする。 

   (4) 労使協定による除外規定 

     次の社員については、法律において、協定により対象から除外できることとされている

が、除外は行わない。 

    ア 引き続き雇用された期間が６か月未満の社員 

    イ １週間の所定労働日数が２日以下の社員 

 

Ⅲ 実施日 

平成２２年４月１日（木）から実施する。 

（新たな法定事項も含め、今般の改正日については、改正法律の施行日である平成２２年６月

３０日から３ヶ月前倒し実施。） 

  ただし、「Ⅱ-４所定外労働の免除（新設）」については、平成２２年３月１日（月）から実施

する。 




